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Ⅰ 研究の目的と方法 

１研究の背景 

（１）学校の組織力とは 

 学校は、学校教育目標という共通目的のために、教職員・保護者・地域関係者といったヒト、校舎や教具といったモ

ノ、予算等のカネ、情報、時間といった資源をいかして、児童生徒を対象に、一定の教育課程によって計画的、継続

的に教育活動を行う組織である。茨城県教育研修センター（2012）は、この組織がもっている実行力や応対力の総体

を組織力として定義している。 

（２）学校の組織力と学校における組織文化との関係 

 学校の組織力について、水本（2006）は「個人」「相互行為」

「装置」「組織文化」がうまくかみ合って展開するときに高まり、

それを高めるためには、変革の影響が「個人」「相互行為」

「装置」の全体に及び、結果的に「組織文化」の更新がなさ

れなければならないと述べている（図１）。 

（３）学校における組織文化とは 

 組織文化について、浜田（2009）は「その構成員の間で共有されたその組織に固有の性質をもつ価値観や思考・行

動様式をもつもの」と定義し、「教職員間で共有されている組織文化は学校の教育活動の質を左右している」と指摘

している。つまり、学校がどんな組織文化を有するかが、学校の教育活動に大きく影響を与えることになるということで

ある。組織力を向上させるためには、学校における組織文化を変容させることが必要になるということが導かれる。 

（４）勤務校における教師組織の実態 

 勤務校（小学校、児童数555名、教職員数28名）の

教師に対して質問紙調査を行い、今津（1992）が整理

した学校の組織文化の区分に当てはめて分析・整理

した（図２）。日々の教育活動に追われることが常態化

した結果、「目の前の教育活動をひとまず『こなす』こと

でよしとすべき」学校組織文化となっていると捉えるこ

とができる。 

２研究の目的 



 教師の協働を促す校内研修を通して、育てたい児童の

姿を目指して教師同士が学び合う学校組織文化を形成

することを目的とする。 

３研究の方法 

（１）組織過程の協働 

 佐古（2010）の「教育活動の良循環サイクル」をもとづき、

校内研修という教師全員が参加する組織過程の場において、「実態を認識する」「課題を生成する」「実践する」の３

つのステップを全員の教師で協働的に行うよう働きかけを行う（図３）。校内研修という「装置」を変革することで、教師

間の「相互行為」や、組織の構成員である教師「個人」の変容を促し、学び合う学校組織文化を構築していく。 

（２）教師の「気づき」、「思い」を共有するワークショップの設定 

 校内研修において省略されがちな「実態を認識する」、「課題を生成する」の各ステップを教師全員で協議を行う場

を設定する。実態認識を深め、育てたい児童の姿を設定し、ゴールイメージを共有する。 

（３）「自己研修テーマ」の設定と自己申告書との関連 

 「実践する」ステップにおいて、個々の教師が「育てたい児童の姿」を意識した教育活動を実践できるよう「自己研修

テーマ」を設定する。自分の強みをいかしたり、関心の高いテーマを設定したりすることで「ワクワクする研修」にしてい

く。また、自己申告書の業績評価と関連を持たせることで、「一点突破型の研修」にしていく。 

（４）「取り組み部会」による「グループ研修」の実施 

 自己研修テーマを基に少人数の「取り組み部会」を編成し、相互行為の中心の場とする。共通のゴール設定、実践

の共有やその省察、相互授業参観（見せ合い授業）を行う実践のPDCAサイクルを１学期と２学期の２回行う。 

（５）「部会ジャム」の活用 

 グループ研修にgoogleジャムボードを活用する。「部会ジャム」と名付けたファイル上に、児童のノート、ワークシート、

掲示物や使用したスライド、板書など実践内容が伝わる資料の写真を貼り付ける。協議の「見える化」、他部会の取り

組みを知る「共有化」、研修記録の「ポートフォリオ化」を行う。写真を撮影して貼り付けて紹介するだけの手軽さから、

負担感の軽減を図る。 

 

Ⅱ 研究実践の内容と成果 

（１）「実態を認識する」協働のステップ 

 2020年12月、「勤務校の子どもたちってどんな子？」という問いで

ワークショップを行った。事前に同様のプログラムで協議を行った

研修推進委員会のメンバーが協議グループのファシリテーターを

担当した。各教師の「気づき」を付箋に記し、魅力と問題、学習面と

生活面の２軸に整理しながら可視化を図った（図４）。実施後、「普

段感じていることと他の先生方が感じていることが同じなので安心



した」、「子どもたちに不足していることが具体的にわかった」、「教師側の足りない部分を改めて実感することができ

た。」という振り返りが得られた。 

（２）「課題を生成する」協働のステップ 

 2021年1月、「３年後、子どもたちになっていて欲しい姿とは？」、「子どもたちをその姿にするために、具体的にどん

なことをやってみたい？」という問いでワークショップを行っ

た（図５）。個々の教師が抱いている理想の児童観や学校

観、指導観といった普段では語り合えない教師の本音が垣

間見えた交流となった。 

 2月には、グループで協議した成果物を研修推進委員会

で再整理を行い、「育てたい児童像」と「取り組みの柱」を設

定し、グランドデザインの素案として校長へ提案した。 

 新しい組織となった4月には、再度ワークショップを行い、

教師全員で具体的なゴールイメージを持った。研修推進委

員会で協議に用いた成果物をもとに取り組みの柱である

「個に応じた学び」と「協働的な学び」の視点から分類し、

「具体的に現れてほしい児童の姿」として類型化して整理を

行った。職員掲示板や研修だよりを通じて全体へフィード

バックを行った（図６）。 

（３）「取り組み部会」の組織 

 5月には、個々の教師の「やりたいこと」を基に６つの取り組

み部会を編成した（表１）。各部会の人数は３〜７人で、部

会の運営を担う世話役を研修推進委員会のメンバーから

設定した。 

（４）「実践する」協働のステップ 

 取り組み部会において、PDCAサイクルによるグループ研修を年

度を通じて５回実施した（表２）。ここでは１学期の実践を整理する。 

 ５月のグループ研修①では、自己研修テーマに引きつけて、「うま

くいっていること」「うまくいかないこと」を振り返り、その後「やってみ

たいこと」を共有し合いながらお互いの気づきやアドバイ

スを行った。最後に前向きな言葉で振り返りをすることで

実践への気持ちが高まるよう工夫した。テーマは設定し

たものの、抽象的であった実践イメージが意見交流を行う

ことで具体的なものへと変わるきっかけとなった。 

図５ WS②における成果物 



 ６月のグループ研修②では、各自の実践の記録写真

を「部会ジャム」に貼り付けて紹介し合ったり、うまくいっ

ていない困り感についてアドバイスし合ったりした。写真

資料を「見える」状態で協議ができたことで、実践のイメ

ージ共有がしやすかったという成果があった。 

 ７月のグループ研修③では、特に「うまくいかなかった

こと」を中心に振り返り、改善案を提案し合うことを協議

の重点とした。全教師の授業を参観した教頭は後に「１

学期の授業に比べて、２学期の授業がぐっと改善した教師

が多かった。このグループ研修③がPDCAサイクルを大きく

回すことができた要因となっている。」と述べている。 

 部会内のメンバーで見せ合い授業を１学期に実施した。授

業を参観したいが、授業を自習にして教室を空けることは難

しいという勤務校の課題があった。そこで、部会メンバーの

空き時間や参観できない時間等をもとに、授業を公開する

日時を調整するよう、部会の世話役に働きかけをお願いをし

たり、タブレット端末を活用して授業を動画撮影し、googleドライブ上で参観できるようにしたりした。参観者は「部会ジャ

ム」上にある「授業振り返りシート」に 

気づきやアドバイスなどを入力しフィードバックを行った。オンライン上で公開されているため、授業者だけでなく閲覧

した全員の学びとなった。  

 

Ⅲ 研究の結果とまとめ 

（１）研究の結果 

 教師全員に対するアンケートの自由記述回

答の結果より、教師同士や職員室における前

向きでポジティブな雰囲気に関する回答が多

かった。いわば勤務校の教師同士においてコ

ミュニケーションがうまくとれている状態である

と言える。 

 また、河村（2017）を参考に作成した「同僚・

協働性尺度」と「自主・向上性尺度」の２つの

尺度を測定した結果、両尺度得点についてと 
図７ 見せ合い授業における振り返りシート（部会ジャム上） 



もに有意差が認められた（表３）。このことより、学校全体の教育活動に対して組織的に取り組めるような同僚性や協

働性が高まったり、教育実践の向上を目指して学び続ける教員個々の自主性や向上性が高まったりしたことがわか

った。 

（２）まとめ 

 本研究のアプローチである校内研修を協働的に行うよう変革したことで、教師間の「相互行為」であるコミュニケーシ

ョンは促進されたこと、「個人」である個々の教師の価値・行動レベルにおいて変容があったと捉えることができる。本

研究の実践を通して、勤務校において、児童の姿を意識し、お互いが学び合おうとする組織文化が徐々に形作られ

てきたと考えられる。 
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表３ 「同僚・協働性」「自主・向上性」尺度得点の 

事前（2020年11月）・事後（2021年12月）比較 （質問項目の一部） 

質問項目 

事前（A）  事後（B） 差D 
df P 

 

平均 SD  平均 SD （D=B-A)  

同僚・協働性尺度 全項目合計 30.50 3.58  35.56 2.27 5.06 17 0.000 ** 

4. 学校全体として取り組む課題や研修テーマについて、児童の実態をも
とに教員間で協議がなされ、設定されている。 

2.94 0.40  3.83 0.37 0.89 17 0.000 ** 

6. 校内研修における学校全体での方針について、教員間で共通理解が図
られている。 

3.00 0.58  3.61 0.49 0.61 17 0.007 ** 

9. 同僚教員の実践例をお互いに取り入れようという雰囲気がある。 3.33 0.47  3.94 0.23 0.61 17 0.000 ** 

自主・向上性尺度 全項目合計 29.33 3.13  33.00 3.00 3.67 17 0.000 ** 

17. 進んで同僚の教員の授業を参観し、授業の実践力向上の参考にして
いる。 

2.28 0.56  3.00 0.75 0.72 17 0.003 ** 

18. 授業を同僚の教員に公開する際には、同僚の教員から意見・アドバ
イスをもらうことで授業実践力の向上になると意識している。 

3.17 0.69  3.78 0.42 0.61 17 0.004 ** 

**:p<0.01,*:p<.005,+:p<0.1           


